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(57)【要約】
　不連続送信方式及び圧縮モード送信方式の両方が適用
されうる通信システムにおいて、特定チャネル送信のた
めの制御情報を含むチャネルのプリアンブル及び／また
はポストアンブルが圧縮モード送信方式による圧縮モー
ド（ＣＭ）ギャップに重なる場合、該当の送信単位全体
を送信しないか、ＣＭギャップに重なるプリアンブル及
び／またはポストアンブルを除く残りの該当送信単位の
信号を送信する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧縮モード送信方式が適用される移動通信システムにおいて第１チャネル及び第２チャ
ネルを送信する方法であって、
　前記第１チャネルのプリアンブル及びポストアンブルのうち一つの送信区間がＣＭギャ
ップと一部重なる場合、
　前記ＣＭギャップを除いた前記第１チャネル送信区間の残りの送信区間に、第１チャネ
ルを送信し、
　前記第１チャネルの送信を開始してから一定時間が経過した後に検出のための情報を含
む前記第２チャネルを送信する、ことを有し、
　前記システムは、不連続送信（ＤＴＸ）方式及び圧縮モード方式を利用する、
　ことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記第１チャネルはＤＰＣＣＨであり、前記第２チャネルはＥ－ＤＣＨ及びＨＳ－ＤＰ
ＣＣＨのうち一つである、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第１チャネル及び前記第２チャネルは、相異なるコードまたは相異なる直交位相成
分を用いて多重化される、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記第２チャネルのプリアンブルが同期化及び電力制御を行なうための制御情報を含む
長い長さのプリアンブルである場合には、前記第１チャネル及び第２チャネルをいずれも
送信しない、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記第１チャネル及び第２チャネルはそれぞれ、不連続送信方式によって信号が送信さ
れないＤＴＸ区間を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　制御チャネルを送信する方法であって、
　前記制御チャネルのプリアンブルを送信する送信区間がＣＭギャップと一部重なる場合
、
　前記ＣＭギャップを送信区間から除いた残りの送信区間に前記制御チャネルのプリアン
ブルを送信し、
　前記制御チャネル及び前記制御チャネルが検出に用いられる情報を含む拡張されたチャ
ネルを送信する、ことを有し、
　前記制御チャネル及び前記拡張されたチャネルはそれぞれ送信制限区間を含む、
　ことを特徴とする方法。
【請求項７】
　前記拡張されたチャネルはＥ－ＤＣＨであり、前記制御チャネルはＤＰＣＣＨである、
請求項６に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動通信システムに関するもので、より具体的には、移動通信システムで制
御チャネルを送信する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　アップリンク送信、すなわち、使用者機器が送信の主体となる場合において、使用者機
器の携帯持続時間の増加のためにバッテリー容量を増加させたり、使用者機器の電力消耗
を減らすために電力を制御できる様々な方法が提案されている。このような電力制御方法
の一つとして不連続送信方式がある。
【０００３】
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　不連続送信方式とは、例えば、移動電話や携帯無線電話機に音声信号がない時に、瞬間
的にデータ送信出力を減らしたり無音状態にする方法である。二人が通話する時に、二人
の通話者の通話時間はそれぞれ全体の半分以下に該当し、よって、もし送信機が音声入力
時間にのみ連結されるとしたら、送信時間は５０％以下にすることもできる。これは、消
耗電池の節約、送信機増幅器の負荷減少、時分割多重化（ＴＤＭ）面で他の信号とのチャ
ネル共有などの利点を提供することができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　したがって、本発明は、従来技術の限界及び欠点に起因する一つ以上の問題を実質的に
除去するためのものであって、移動通信システムで制御チャネルを送信する方法を目指す
ものである。
【０００５】
　本発明の目的は、移動通信システムで制御チャネルを送信する方法において存在する前
記問題を解決することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するための本発明の一様態では、移動通信システムにおいて第１チャネ
ル及び第２チャネルを送信する方法であって、前記第１チャネルのプリアンブル及びポス
トアンブルのうち一つの送信区間がＣＭギャップと一部重なる場合、前記ＣＭギャップを
除く前記第１チャネル送信区間の残りの送信区間に、第１チャネルを送信し、前記第１チ
ャネルの送信を開始して一定時間が経過した後に検出のための情報を含む前記第２チャネ
ルを送信する、ことを有し、前記システムは不連続送信（Discontinuous Transmission：
ＤＴＸ）方式及び圧縮モード（Compressed Mode）方式を利用する。
【０００７】
　本発明の一様態において、前記第１チャネルはＤＰＣＣＨであり、前記第２チャネルは
Ｅ－ＤＣＨ及びＨＳ－ＤＰＣＣＨのうち一つでありうる。
【０００８】
　本発明の一様態において、前記第１チャネル及び前記第２チャネルは、相異なるコード
または相異なる直交位相成分を用いて多重化されることができる。
【０００９】
　本発明の一様態において、前記第２チャネルのプリアンブルが同期化及び電力制御を行
なうための制御情報を含む長い長さのプリアンブルである場合には、前記第１チャネル及
び第２チャネルをいずれも送信しない。
【００１０】
　本発明の一様態において、前記第１チャネル及び第２チャネルはそれぞれ、不連続送信
方式によって信号が送信されないＤＴＸ区間を含むことができる。
【００１１】
　上記課題を解決するための本発明の他の様態では、制御チャネルを送信する方法におい
て、前記制御チャネルのプリアンブルを送信する送信区間がＣＭギャップと一部重なる場
合、前記ＣＭギャップを送信区間から除いた残りの送信区間に前記制御チャネルのプリア
ンブルを送信し、前記制御チャネル及び前記制御チャネルが検出に用いられる情報を含む
拡張されたチャネルを送信する、ことを有し、
　前記制御チャネル及び前記拡張されたチャネルはそれぞれ送信制限区間を含む、制御チ
ャネル送信方法が提供される。
【００１２】
　本発明の他の様態において、前記拡張されたチャネルはＥ－ＤＣＨであり、前記制御チ
ャネルはＤＰＣＣＨでありうる。
【発明の効果】
【００１３】
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　上述した本発明の一実施例によると、移動通信システムの効率を上げることができる。
また、一部の送信誤りが予想される場合であっても、一送信単位の一部を送信できない場
合、残りの信号は送信することで、送信リソースの浪費を防き、より効果的なリソースス
ケジューリングが可能になる。この時、生じうる誤りは、チャネルに適用される誤り訂正
及び検出方法によって訂正及び検出されるため、送受信成功確率を高め、その効果を増大
させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】圧縮モード（Compressed mode）送信方式を説明するための図である。
【図２】Ｅ－ＤＣＨの不連続送信動作を示す図である。
【図３】Ｅ－ＤＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に適用され
る場合、本発明の一実施例による使用者機器の動作を説明するための図である。
【図４】Ｅ－ＤＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に適用され
る場合、本発明の他の実施例による使用者機器の動作を説明するための図である。
【図５】Ｅ－ＤＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に適用され
る場合、本発明の他の実施例による使用者機器の動作を説明するための図である。
【図６】ＨＳ－ＤＰＣＣＨの不連続送信動作を示す図である。
【図７】ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に適
用される場合、本発明の一実施例による使用者機器の動作を説明するための図である。
【図８】ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に適
用される場合、本発明の他の実施例による使用者機器の動作を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の好適な実施形態を添付の図面を参照しつつ詳細に説明する。添付の図面
と共に以下に開示される詳細な説明は、本発明の例示的な実施形態を説明するためのもの
で、本発明が実施されうる唯一の実施形態を開示するためのものではない。
【００１６】
　以下の詳細な説明は、本発明の完全な理解を助けるために具体的な細部事項を含む。し
かし、当業者には、本発明がこのような具体的な細部事項なしにも実施できるということ
が理解される。例えば、以下の説明では一定の用語を中心に説明するが、それらの用語に
限定される必要はなく、任意の用語で説明される場合にも同じ意味を表すことができる。
【００１７】
　場合によって、本発明の概念が曖昧になるのを避けるために、公知の構造及び／または
装置は省略されても良く、各構造及び／または装置の核心機能を中心にしたブロック図及
び／または流れ図の形式で示すことができる。また、本明細書全体を通じて同一の構成要
素には同一の図面符号を付して説明する。
【００１８】
　図１は、圧縮モード（Compressed mode）送信方式を示す図である。
【００１９】
　図１に基づいて圧縮モード送信方式による概略的なフレーム構造を説明する。圧縮モー
ド送信方式によると、いずれか一つあるいは連続した二つのフレームを、フレーム中間あ
るいは二つのフレーム間に圧縮モードによる圧縮モード（ＣＭ）ギャップを含む、圧縮フ
レームとして使用することとなる。言い換えると、圧縮フレームとして使用されるように
決定されたフレーム中の一部スロット、すなわち、ＣＭギャップに含まれるスロットは、
データ送信に用いられない。これは、ＣＭギャップ内でデータ送／受信を一時中断して、
隣接セル及び隣接ネットワーク検索などの動作を行なうためである。
【００２０】
　ＣＭギャップの存在によって減少するプロセシングゲインによる影響を減らし、通信品
質を維持する目的で、圧縮フレームの一部スロットに対しては送信電力を増加させてデー
タを送信することができる。図１に示すように、増加する送信電力を持つデータを送信す
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るスロットは、上記のＣＭギャップの開始前及び終了後のスロットに位置することが好ま
しい。また、圧縮フレームの一部スロットで増加する電力量は、送信時間の減少によって
決定されることができる。上述した通信品質を測定できる要素には、ビット誤り率（Bit 
Error Rate：ＢＥＲ）、フレーム誤り率（Frame Error Rate：ＦＥＲ）などが挙げられる
。
【００２１】
　どのフレームを上述した圧縮フレームとして使用するかは、ネットワーク上で決定でき
、圧縮モードで圧縮フレームは周期的に発生することができ、必要時には要請に応じて発
生することもできる。圧縮フレームの比率及びタイプは様々であり、チャネル環境及び測
定による要求事項などによって決定されることができる。
【００２２】
　以下、電力制御方法の一つとして上り不連続送信（Discontinuous transmission：ＤＴ
Ｘ）方式について説明する。通信システムにおいて使用者機器のバッテリー消耗を減らし
、アップリンクチャネル容量を増加させる目的で、上り送信において不連続送信動作が設
計される。これは、使用者機器のデータを不連続的に送信するということを意味する。す
なわち、使用者機器の側面でデータを送信する区間とデータを送信しない区間、すなわち
、ＤＴＸ区間を区分して電力を制御する方式を意味する。
【００２３】
　例えば、このようにＤＴＸ区間を区分して使用すると、常にデータを送信するわけでは
ないだけに、データ送信が要求される場合にのみ使用者機器の電力を使用したり電源を「
オン」状態に維持し、そうでない場合には、「スリープ」状態または電源「オフ」状態な
ど電力消耗を最小限にする状態などに、状態が切り換わるようにすることができる。
【００２４】
　上述したアップリンク不連続送信方式と圧縮モード送信方式が同時に動作される場合、
使用者機器の正確な動作が明らかにされることが好ましい。以下、本発明の実施例に上げ
てアップリンク圧縮モード方式とアップリンク不連続送信方式が同時に適用される場合に
おける使用者機器の動作について具体的に説明する。
【００２５】
　まず、本発明の一実施例として、拡張専用チャネル（Enhanced-Dedicated Channel：Ｅ
－ＤＣＨ）の不連続送信と関連する使用者機器の動作について説明する。
【００２６】
　図２は、Ｅ－ＤＣＨの不連続送信動作を示す図である。
【００２７】
　図２を参照すると、Ｅ－ＤＣＨは、アップリンクパケットデータ伝送チャネルの一つと
して拡張専用物理データチャネル（Enhanced-Dedicated Physical data Channel：Ｅ－Ｄ
ＰＤＣＨ）及び拡張専用物理制御チャネル（Enhanced-Dedicated Physical Control Chan
nel：Ｅ－ＤＰＣＣＨ）のような物理チャネルにマッピングされる。Ｅ－ＤＰＤＣＨは、
Ｅ－ＤＣＨ送信チャネルを送るために用いられ、Ｅ－ＤＰＣＣＨは、Ｅ－ＤＣＨと関連す
る制御情報を送信するために用いられる物理チャネルである。Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰ
ＣＣＨは一緒に送信されるのが一般的である。
【００２８】
　また、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨを通じてＥ－ＤＣＨを送信する時に、受信側、
例えば、ノードＢ（node-B）でＥ－ＤＣＨの検出またはチャネル推定に用いられてＥ－Ｄ
ＣＨ復調を容易にさせるために、専用物理制御チャネル（Dedicated Physical Control C
hannel：ＤＰＣＣＨ）も一緒に送信する。より具体的に、ＤＰＣＣＨを通じては、第１階
層で生成される制御情報が送信される。例えば、チャネル推定を支援するためのアップリ
ンクパイロットを含め、フィードバック情報（ＦＢＩ）、電力制御（ＴＰＣ）コマンド及
び伝送フォーマット組合せインジケータ（transport-format combination indicator：Ｔ
ＦＣＩ）のうち、一つ以上を送信することができる。
【００２９】
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　一方、Ｅ－ＤＰＣＣＨを通じては、Ｅ－ＤＣＨ復調に用いられる制御情報としてＤＰＣ
ＣＨを通じて伝送されない、すなわち、Ｅ－ＤＣＨに特徴的な制御情報を送信することが
できる。例えば、Ｅ－ＤＰＣＣＨを通じてＥ－ＤＰＤＣＨのＴＦＣＩ、ＨＡＲＱ情報及び
スケジューリング要請情報を送信することができる。この時、Ｅ－ＤＰＤＣＨ、Ｅ－ＤＰ
ＣＣＨ及びＤＰＣＣＨは同時に送信されることができ、それぞれは、相異なるコードまた
は相異なる直交位相成分を用いて多重化される。
【００３０】
　図２からわかるように、使用者機器は、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨを送信するに
先立ってまずＤＰＣＣＨ送信を開始する。言い換えると、ＤＰＣＣＨ送信を開始して一定
時間または一定個数のスロットを送信した後に、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨ送信を
開始する。このようにＥ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨ送信に先立って送信されるＤＰＣ
ＣＨ信号を、ＤＰＣＣＨプリアンブルと称する。図３では、ＤＰＣＣＨプリアンブルとし
て２個のスロットを使用した場合を示す。以下、ＤＰＣＣＨプリアンブルとして使われる
スロットの数を「Ｎ」という。
【００３１】
　使用者機器は、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨの送信を完了した後、または、予め定
められた個数のスロットを送信した後に、Ｅ－ＤＣＨ送信過程を終了する。このように、
Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨ送信完了の後に送信されるＤＰＣＣＨ信号を、「ＤＰＣ
ＣＨポストアンブル」と称する。図３では、ＤＰＣＣＨポストアンブルとして１個のスロ
ットを使用した場合を示す。以下、ＤＰＣＣＨポストアンブルとして使用されるスロット
の数を「Ｍ」という。
【００３２】
　上述したように、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨ送信以前及び以降にＤＰＣＣＨプリ
アンブル及びＤＰＣＣＨポストアンブルをそれぞれ送信することによって、受信側、例え
ば、ノードＢでＥ－ＤＣＨ検出をより高い成功確率で行なえるようにする。
【００３３】
　上述したＤＰＣＣＨプリアンブルにおいて、ＤＰＣＣＨプリアンブルとして使われるス
ロットの数は、使用者機器におけるデータ送信状態によって決定されることができる。例
えば、Ｅ－ＤＣＨ送信以前に既設定された時間区間よりも長い時間の間に使用者の送信し
たデータがない場合には、既設定された時間区間またはより短い時間の間に使用者の送信
したデータがない場合よりも多い数のスロットをＤＰＣＣＨプリアンブルとして使用する
ことができる。
【００３４】
　もし、既設定された時間区間またはより短い時間の間に使用者の送信したデータがない
場合にＤＰＣＣＨプリアンブルとして使われるスロットの個数Ｎ１が２なら、既設定され
た時間区間よりも長い時間の間に使用者の送信したデータがない場合にＤＰＣＣＨプリア
ンブルとして使われるスロットの個数Ｎ２は１５と設定することができる。これは、より
長い時間の間にデータ送信がないとすれば、アップリンク同期を合わせるために必要な制
御情報も送信されなければならなく、電力制御を行なうために要求される制御情報がより
多く送信されることが好ましいためである。
【００３５】
　図２に示すように、ＤＰＣＣＨ送信において、上述したように、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－
ＤＰＣＣＨ送信以前に一定個数Ｎのスロット、例えば、２スロットだけ先にＤＰＣＣＨプ
リアンブルが送信され、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨ送信以降に一定個数Ｍのスロッ
ト、例えば、１スロットだけＤＰＣＣＨポストアンブルが送信される。このようにＤＰＣ
ＣＨプリアンブルが送信されながらＥ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨが送信され、ＤＰＣ
ＣＨポストアンブルが送信されることで終了する一連の過程を、一送信単位とすることが
できる。図２で、左側に示される一送信単位を第１送信単位、同図の右側に示される一送
信単位を第２送信単位とする。
【００３６】
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　この場合、第１送信単位と第２送信単位との間に一定のＤＴＸ区間が設定されることが
できる。このＤＴＸ区間ではデータ送信がなされない。以降、ＤＴＸ区間が終了すると、
再びＤＰＣＣＨプリアンブルが送信されながらＥ－ＤＣＨ、すなわちＥ－ＤＰＤＣＨとＥ
－ＤＰＣＣＨが送信され、ＤＰＣＣＨポストアンブルが送信されることで、一送信単位の
データ送信が終了する。
【００３７】
　上述したＥ－ＤＣＨの不連続送信方式と圧縮モード送信方式が同時に適用される場合に
、使用者機器でＥ－ＤＣＨを送信する方法について説明する。
【００３８】
　図３は、Ｅ－ＤＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に適用さ
れる場合、本発明の一実施例による使用者機器の動作を説明するための図である。
【００３９】
　上述したように、Ｅ－ＤＣＨ送信のためにＥ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨが送信され
、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨと一緒にＤＰＣＣＨも送信される。また、先に送信さ
れる第１送信単位と続いて送信される第２送信単位に対する送信間には不連続送信方式適
用によってＤＴＸ区間が存在する。
【００４０】
　言い換えると、第１送信単位に該当するデータ送信が完了してＤＴＸ区間が経過した後
に、ＤＰＣＣＨプリアンブルが送信されながら第２送信単位に該当するデータ送信が始ま
る。
【００４１】
　この時、図３に示すように、第２送信単位のＤＰＣＣＨプリアンブルの一部が圧縮モー
ド送信方式適用によってＣＭギャップに送信されるように決定される場合、本発明の一実
施例によってＣＭギャップに一部あるいは全体が重なるスロットにはＤＰＣＣＨプリアン
ブルを送信しないが、残りのＤＰＣＣＨプリアンブルとＤＰＣＣＨ信号及びＤＰＣＣＨポ
ストアンブルの他、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨはいずれも送信する。もしＤＰＣＣ
Ｈポストアンブルが圧縮モード送信方式適用によってＣＭギャップに送信されるように決
定される場合、本発明の一実施例によってＣＭギャップに一部あるいは全体が重なるスロ
ットにはＤＰＣＣＨポストアンブルを送信しないが、ＤＰＣＣＨプリアンブルとＤＰＣＣ
Ｈ信号及び残りのＤＰＣＣＨポストアンブルの他に、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨは
いずれも送信する。
【００４２】
　これは、Ｅ－ＤＣＨデータは誤り有無を確認できるエラーチェックサム（Error Check 
Sum：ＥＣＳ）を使用することができ、ＨＡＲＱ動作が行なわれるから、ＤＰＣＣＨプリ
アンブル及びＤＰＣＣＨポストアンブルのうち一つ以上がＣＭギャップに送信されるよう
に決定され、送信不可能であっても、受信側でＤＰＣＣＨプリアンブル及びＤＰＣＣＨポ
ストアンブルの欠如に起因する受信性能の減少を容易に回復できるためである。
【００４３】
　図４は、Ｅ－ＤＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に適用さ
れる場合、本発明の他の実施例による使用者機器の動作を説明するための図である。
【００４４】
　既設定された時間区間よりも長い時間の間に使用者の送信したデータがない場合、図４
に示すように、ＤＰＣＣＨプリアンブルとして使われるスロットの個数Ｎ２は１５個と設
定することができる。これは、上述したように、より長い時間の間にデータ送信がないと
すれば、アップリンク同期を合わせるために必要な制御情報も送信しなければならないし
、電力制御を行なうために要求される制御情報がより多く送信されることが好ましいため
である。
【００４５】
　本実施例においても、図３の実施例と同様に、長い長さのＤＰＣＣＨプリアンブルの一
部が圧縮モード送信方式適用によってＣＭギャップに送信されるように決定される場合、
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本発明の一実施例によってＣＭギャップに一部あるいは全体が重なるスロットにはＤＰＣ
ＣＨプリアンブルを送信しないが、残りのＤＰＣＣＨプリアンブルとＤＰＣＣＨ信号及び
ＤＰＣＣＨポストアンブルの他、Ｅ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨはいずれも送信する。
【００４６】
　同様に、もしＤＰＣＣＨポストアンブルが圧縮モード送信方式適用によってＣＭギャッ
プに送信されるように決定される場合、本発明の一実施例によってＣＭギャップに一部あ
るいは全体が重なるスロットにはＤＰＣＣＨポストアンブルを送信しないが、ＤＰＣＣＨ
プリアンブルとＤＰＣＣＨ信号及び残りのＤＰＣＣＨポストアンブルの他、Ｅ－ＤＰＤＣ
ＨとＥ－ＤＰＣＣＨはいずれも送信することができる。
【００４７】
　図５は、Ｅ－ＤＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に適用さ
れる場合、本発明のさらに他の実施例による使用者機器の動作を説明するための図である
。
【００４８】
　本実施例では、図３及び図４の実施例と違い、長い長さのＤＰＣＣＨプリアンブルの一
部が圧縮モード送信方式適用によってＣＭギャップに送信されるように決定される場合、
本発明の一実施例によってＣＭギャップに重なるスロットの他、このＤＰＣＣＨプリアン
ブルと関連する送信単位全体に対してＤＰＣＣＨ及び残りのチャネル信号のいずれも送信
しない。言い換えると、このＤＰＣＣＨプリアンブルと関連する残りのＤＰＣＣＨプリア
ンブルとＤＰＣＣＨ信号、ＤＰＣＣＨポストアンブル、Ｅ－ＤＰＤＣＨ及びＥ－ＤＰＣＣ
Ｈのいずれも送信しない。
【００４９】
　同様に、もしＤＰＣＣＨポストアンブルが圧縮モード送信方式適用によってＣＭギャッ
プに送信されるように決定される場合、本発明の一実施例によってＣＭギャップに重なる
スロットの他、このＤＰＣＣＨプリアンブルと関連する送信単位全体に対してＤＰＣＣＨ
及び残りのチャネル信号のいずれも送信しない。言い換えると、ＤＰＣＣＨプリアンブル
とＤＰＣＣＨ信号、残りのＤＰＣＣＨポストアンブル、Ｅ－ＤＰＤＣＨ及びＥ－ＤＰＣＣ
Ｈのいずれも送信しない。
【００５０】
　予め定められた時間区間の間にデータ送信がない後に送信される長い長さのＤＰＣＣＨ
プリアンブルを通じて、アップリンク同期を合わせるための制御情報と電力を制御するた
めに必要な制御情報が送信される。したがって、長い長さのＤＰＣＣＨプリアンブルを正
しく受信できない場合には上り同期確立に困難が生じることがあり、このような場合、デ
ータ送受信に致命的な誤りが生じうる。
【００５１】
　次に、本発明の一実施例として、ハイスピード専用物理制御チャネル（High Speed-Ded
icated Physical Control Channel：ＨＳ－ＤＰＣＣＨ）の不連続送信と関連する使用者
機器の動作について説明する。
【００５２】
　図６は、ＨＳ－ＤＰＣＣＨの不連続送信動作を示す図である。
【００５３】
　ＨＳ－ＤＰＣＣＨは、ハイスピードダウンリンク共用チャネル（High Speed-Downlink 
Shared Channel：ＨＳ－ＤＳＣＨ）の送信と関連するアップリンクフィードバックシグナ
ルを送る。ＨＳ－ＤＳＣＨ関連フィードバックシグナルは、ＨＡＲＱ確認（ＡＣＫ／ＮＡ
ＣＫ）及びチャネル品質指示（Channel Quality Indication）を含む。
【００５４】
　ＨＳ－ＤＰＣＣＨを送信する時、上述したＥ－ＤＣＨと同様に、受信側、例えば、ノー
ドＢでＨＳ－ＤＰＣＣＨの検出またはチャネル推定に用いられてＨＳ－ＤＰＣＣＨ復調を
容易にさせるために、ＤＰＣＣＨも一緒に送信する。すなわち、ＤＰＣＣＨを通じてチャ
ネル推定などを行なうためのパイロットを含め、電力制御及び必要な制御情報を送信する
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ことができる。この時も、ＨＳ－ＤＰＣＣＨ及びＤＰＣＣＨは同時に送信されることがで
き、それぞれは、相異なるコードまたは相異なる直交位相成分を用いて多重化される。
【００５５】
　図６からわかるように、使用者機器は、ＨＳ－ＤＰＣＣＨを送信するに先立ってまずＤ
ＰＣＣＨ送信を開始する。言い換えると、ＤＰＣＣＨ送信を開始して一定時間または一定
個数のスロットを送信した後にＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信を開始する。このように、ＨＳ－Ｄ
ＰＣＣＨ送信以前にまず送信されるＤＰＣＣＨ信号を、「ＤＰＣＣＨプリアンブル」と称
する。図６では、ＤＰＣＣＨプリアンブルとして２個のスロットを使用した場合を示す。
以下、ＤＰＣＣＨプリアンブルとして使用されるスロットの数を「Ｎ」という。
【００５６】
　また、使用者機器は、ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信を完了した後にも、ＤＰＣＣＨを一定時間
または一定個数のスロット送信してからＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信過程を終了する。このよう
にＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信完了以降に送信されるＤＰＣＣＨ信号を、「ＤＰＣＣＨポストア
ンブル」と称する。図６では、ＤＰＣＣＨポストアンブルとして１個のスロットを使用し
た場合を示す。以下、ＤＰＣＣＨポストアンブルとして使用されるスロットの数を「Ｍ」
という。
【００５７】
　上述したように、ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信以前及び以降にＤＰＣＣＨプリアンブル及びＤ
ＰＣＣＨポストアンブルをそれぞれ送信することによって、受信側、例えば、ノードＢで
ＨＳ－ＤＰＣＣＨ検出をより高い成功確率で行なえるようにする。
【００５８】
　図６に示すように、ＤＰＣＣＨ送信において、上述したように、ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信
以前に一定個数Ｎのスロット、例えば、２スロットだけ先にＤＰＣＣＨプリアンブルが送
信され、ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信以降に一定個数Ｍのスロット、例えば、１スロットだけＤ
ＰＣＣＨポストアンブルが送信される。
【００５９】
　このようにＤＰＣＣＨプリアンブルが送信され、ＨＳ－ＤＰＣＣＨが送信され、ＤＰＣ
ＣＨポストアンブルが送信される一連の過程を一送信単位とすることができる。図６で、
左側に示される一送信単位を第１送信単位、同図の右側に示される一送信単位を第２送信
単位と称する。
【００６０】
　この場合、第１送信単位と第２送信単位との間に一定のＤＴＸ区間が設定され、ＤＴＸ
区間ではデータ送信がなされない。以降、ＤＴＸ区間が終了すると、再びＤＰＣＣＨプリ
アンブルが送信されながらＨＳ－ＤＰＣＣＨが送信され、ＤＰＣＣＨポストアンブルが送
信されることで一送信単位のデータ送信が終了する。
【００６１】
　この時、上述したＥ－ＤＣＨの不連続送信方式と対比すると、上述したＥ－ＤＣＨの不
連続送信方式では、ＤＰＣＣＨプリアンブルが送信される２個のスロットの次のスロット
から直ちにＥ－ＤＰＤＣＨとＥ－ＤＰＣＣＨが送信されるのに対し、ＨＳ－ＤＰＣＣＨの
不連続送信方式では、図６に示すように、ＤＰＣＣＨプリアンブルが送信されるスロット
の次のスロットの略中間からＨＳ－ＤＰＣＣＨが送信される。
【００６２】
　また、ＤＰＣＣＨポストアンブル送信においても、上述したＥ－ＤＣＨの不連続送信方
式では、ＤＰＣＣＨポストアンブルが送信されるスロットの直前までＥ－ＤＰＤＣＨとＥ
－ＤＰＣＣＨが送信されるのに対し、ＨＳ－ＤＰＣＣＨの不連続送信方式では、図６に示
すように、ＤＰＣＣＨポストアンブルが送信されるスロットの直前のスロットの略中間ま
でＨＳ－ＤＰＣＣＨが送信される。
【００６３】
　次に、上記のＨＳ－ＤＰＣＣＨの不連続送信方式と圧縮モード送信方式が同時に適用さ
れる場合、使用者機器でＨＳ－ＤＰＣＣＨを送信する方法について説明する。
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【００６４】
　図７は、ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に
適用される場合、本発明の一実施例による使用者機器の動作を説明するための図である。
【００６５】
　上述したように、ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信のためにＨＳ－ＤＰＣＣＨが送信され、ＨＳ－
ＤＰＣＣＨと一緒にＤＰＣＣＨも送信される。また、先に送信される第１送信単位とその
次に送信される第２送信単位に対する送信間には不連続送信方式適用によってＤＴＸ区間
が存在する。
【００６６】
　言い換えると、第１送信単位に該当するデータ送信が完了して不連続区間が経過した後
に、ＤＰＣＣＨプリアンブルが送信されながら第２送信単位に該当するデータ送信が始ま
る。
【００６７】
　この時、第２送信単位のＤＰＣＣＨプリアンブルの一部が圧縮モード送信方式適用によ
ってＣＭギャップに送信されるように決定される場合、本発明の一実施例によってＣＭギ
ャップに一部あるいは全体が重なるスロットにはＤＰＣＣＨプリアンブルを送信しないが
、残りのＤＰＣＣＨプリアンブルとＤＰＣＣＨ信号及びＤＰＣＣＨポストアンブルの他、
ＨＳ－ＤＰＣＣＨはいずれも送信する。
【００６８】
　もし、ＤＰＣＣＨポストアンブルが圧縮モード送信方式適用によってＣＭギャップに送
信されるように決定される場合、本発明の一実施例によってＣＭギャップに一部あるいは
全体が重なるスロットにはＤＰＣＣＨポストアンブルを送信しないが、ＤＰＣＣＨプリア
ンブルとＤＰＣＣＨ信号及び残りのＤＰＣＣＨポストアンブルの他、ＨＳ－ＤＰＣＣＨは
いずれも送信する。
【００６９】
　図８は、ＨＳ－ＤＰＣＣＨ送信において圧縮モード送信方式と不連続送信方式が同時に
適用される場合、本発明の他の実施例による使用者機器の動作を説明するための図である
。
【００７０】
　本実施例では、図７の実施例と違い、ＤＰＣＣＨプリアンブルの一部が圧縮モード送信
方式適用によってＣＭギャップに送信されるように決定される場合、本発明の一実施例に
よってＣＭギャップに重なるスロットだけでなく、このＤＰＣＣＨプリアンブルと関連す
る送信単位全体に対してＤＰＣＣＨ及び残りのチャネル信号のいずれも送信しない。すな
わち、このＤＰＣＣＨプリアンブルと関連する残りのＤＰＣＣＨプリアンブルとＤＰＣＣ
Ｈ信号、ＤＰＣＣＨポストアンブル、ＨＳ－ＤＰＣＣＨのいずれも送信しない。
【００７１】
　同様に、もしＤＰＣＣＨポストアンブルが圧縮モード送信方式適用によってＣＭギャッ
プに送信されるように決定される場合、本発明の一実施例によってＣＭギャップに重なる
スロットだけでなく、このＤＰＣＣＨプリアンブルと関連する送信単位全体に対してＤＰ
ＣＣＨ及び残りのチャネル信号のいずれも送信しない。すなわち、ＤＰＣＣＨプリアンブ
ルとＤＰＣＣＨ信号、残りのＤＰＣＣＨポストアンブル、ＨＳ－ＤＰＣＣＨのいずれも送
信しない。
【００７２】
　これは、ＨＳ－ＤＰＣＣＨデータは誤り有無を確認できるＥＣＳが適用されないことが
あり、ＨＡＲＱ動作も行なわれないことがあり、したがって、ＤＰＣＣＨプリアンブル及
びＤＰＣＣＨポストアンブルのうち一つ以上がＣＭギャップに送信されるように決定され
、送信不可能な場合には、受信端でＤＰＣＣＨプリアンブル及びＤＰＣＣＨポストアンブ
ルの欠如に起因する受信性能減少が発生する確率が高いためである。
【００７３】
　以上開示された本発明の好ましい実施形態についての詳細な説明は、当業者が本発明を
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具現して実施できるように提供された。以上では具体的な実施形態に挙げて本発明を説明
してきたが、該当技術分野における熟練した当業者には、添付の特許請求の範囲に記載さ
れた本発明の思想及び領域を逸脱しない範囲内で本発明を様々に修正及び変更できるとい
うことがわかる。上述した実施例ではＥ－ＤＰＤＣＨ／Ｅ－ＤＰＣＣＨ及びＨＳ－ＤＰＣ
ＣＨとＤＰＣＣＨを一緒に送信する場合に適用された例を説明したが、その他の多様なチ
ャネル信号に対しても本明細書に記述された送信方法と同一または類似の方法を使用する
ことができるということは自明である。
【００７４】
　すなわち、本特許は、ここに開示された実施形態に制限されるものではなく、ここに開
示された原理及び特徴と一致する最も広い範囲に対する権利を受けるためのものである。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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